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※交付税措置額とは、市債残高のうちその償還について、国が地方交付税に算入するとしている額です。また、水道事業など企業
会計の不足額は、留保資金などで補てんしています　

指標 解説 結果 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 一般会計などの赤字の割合 ― 11.41% 20.00%
連結実質赤字比率 全会計の赤字の割合 ― 16.41% 30.00%
実質公債費比率 借金の返済費用の割合 5.70% 25.0% 35.00%
将来負担比率 将来負担すべき負債割合 ― 350.0% ―

⃝財政の健全化判断比率
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3.8%

消防費
20億9,863万円

1.9%

その他
11億1,628万円

1.0%

歳出
予算総額
1,089億
9,140万円

国庫支出金
212億5,472万円

15.9%

市税
207億3,656万円

15.5%

寄附金
194億3,428万円

14.5%

繰入金
234億8,972万円

17.6%

地方交付税
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市では、皆さんが納めた税金などがどのように使われているのかをお知らせ市では、皆さんが納めた税金などがどのように使われているのかをお知らせ
するために、年に２回財政状況を公表しています。するために、年に２回財政状況を公表しています。
今回は、令和５年度決算状況と令和６年度の予算（９月補正時点）をお知ら今回は、令和５年度決算状況と令和６年度の予算（９月補正時点）をお知ら

せします。せします。
◎問い合わせ　一般会計・特別会計について　　　　　　財政課　☎23-2113◎問い合わせ　一般会計・特別会計について　　　　　　財政課　☎23-2113

企業会計について　上下水道局総務課　☎23-4810企業会計について　上下水道局総務課　☎23-4810

都城市都城市のの財政状況財政状況

令和５年度 一般会計決算令和６年度一般会計予算（９月補正時点）

市の財政状況は健全！

歳入から歳出を引いた形式収支は31億5,192万円の黒字、次年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は
15億4,491万円の黒字となりました。

当初予算975億7,000万円と比較して、114億2,140万円の増額となっています。

※実質赤字比率および連結実質赤字比率の「-」は、実質赤字がないことを示し、将来負担比率の「-」は、将来負担比率が算定
されないことを示しています

地方公共団体の財政状況は、財政の「健全化判断比率（４指標）」で確認でき、いずれも数値が低いほど、財
政が健全であることを示しています。本市の令和５年度決算時点における４指標は次の表のとおりであり、市
の財政状況が健全であることが分かります。

【歳入】
⃝国・県支出金	��特定目的事業の財源となる国・県の補

助金など
⃝市税	����������個人・法人市民税や固定資産税など
⃝繰入金	��������一般会計、特別会計、基金などの間で

やりとりする資金
⃝地方交付税	����国税のうち所得税や法人税、酒税、消

費税の一部を、一定の基準で国が交付
する税

⃝市債	����������建設事業や災害復旧事業などの財源と
なる借入金

⃝一般会計…福祉サービスの提供や道路整備、ごみ収集などの事業を行うための会計
⃝特別会計…国民健康保険事業や介護保険事業など、特定の収入（保険料や使用料など）でその仕事を賄う会計
⃝企業会計…その仕事自体に収益（使用料）があり、その収益で支出を賄う独立採算制の会計
⃝形式収支…歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた額
⃝実質収支…形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた額

【歳出】
⃝総務費	�������選挙や戸籍、税務、庁舎管理などの経費
⃝民生費	�������児童や高齢者、障がいのある人などの福

祉全般の経費
⃝衛生費	�������保健衛生や清掃などの経費
⃝商工費	�������商工業、観光振興などの経費
⃝土木費	�������道路や公園整備、住宅管理などの経費
⃝公債費	�������市が発行した市債（借金）返済のための経費
⃝教育費	�������教育や文化財保護、スポーツ振興などの経費
⃝農林水産業費	�農林水産業の振興や農・林道の整備など

の経費

用 語 解 説 令和5年度決算状況 令和5年度末市債の状況
会計名 歳入 歳出 市債残高 うち交付税措置額 実質負担額
一般会計 1,336億1,985万円 1,304億6,793万円 649億3,312万円 462億1,805万円 187億1,507万円

特
別
会
計

国民健康保険 189億4,068万円 189億3,326万円 ― ― ―
後期高齢者医療 22億2,982万円 22億2,203万円 ― ― ―
公設地方卸売市場 4,119万円 4,119万円 4億1,281万円 ― 4億1,281万円
整備墓地 2,229万円 2,229万円 4,486万円 ― 4,486万円
工業用地造成事業 9,992万円 9,992万円 1億4,800万円 ― 1億4,800万円
介護保険 185億8,148万円 180億4,706万円 ― ― ―
電気事業 5,343万円 5,343万円 3億2,195万円 ― 3億2,195万円

企
業
会
計

水道事業（収益的） 21億5,632万円 21億　913万円 105億4,844万円 ― 105億4,844万円水道事業（資本的） 25億2,599万円 25億2,599万円
簡易水道事業（収益的） 3億4,306万円 3億5,649万円 46億3,599万円 5,429万円 45億8,170万円簡易水道事業（資本的） 8億4,985万円 8億4,985万円
御池簡易水道事業（収益的） 6,947万円 7,463万円 5億7,348万円 362万円 5億6,986万円御池簡易水道事業（資本的） 1億5,737万円 1億5,737万円
公共下水道事業（収益的） 27億1,890万円 26億4,691万円 154億1,439万円 70億　612万円 84億　827万円公共下水道事業（資本的） 19億1,678万円 19億1,678万円
農業集落排水事業（収益的） 5億2,810万円 5億2,810万円 20億4,724万円 20億2,556万円 2,168万円農業集落排水事業（資本的） 3億3,560万円 3億3,560万円


